
 

新庁舎整備　これまでの取り組み経過と今後の予定

東日本大震災発生（３月１１日） 

○基本的な考え方の作成（現庁舎が抱える課題について市内部検討） 

○基礎調査の実施（建築の専門家による８つの検討ケースを評価） 

○基礎調査の第三者評価実施（学識経験者・千葉大学工学部） 

 《新庁舎整備に向けた本格的な検討の開始》 

○市民１万人アンケートの実施（５月） 

○第１回新庁舎整備シンポジウム開催（１０月） 

○新庁舎整備基本構想 策定（１１月） 

○新庁舎整備基本計画 策定（６月） 

○新庁舎整備基本設計方針 策定（３月） 

○基本設計 

（平成２８年～２９年度 

の継続事業） 

 実施設計（１.５年程度）※ 

 工事期間（３.５年程度）※ 

平成２２年度 

平成２３年度 

平成２４年度 

平成２５年度 

平成２６年度 

平成２７年度 

平成２８年度 

平成２９年度 

平成３０年度 

以降 

 事業手法の検討 

 ・従来方式 

 ・ＤＢ方式 

 ・ＰＦＩ方式 など 

新庁舎整備方針の決定 

 整備に着手する場合 

取
 
 
組
 
 
経
 
 
過
 

○第２回新庁舎整備シンポジウム

開催（２月） 

今
 
後
 
の
 
予
 
定
 

※従来方式を選択した場合に想定される期間を示しています。 

 整備に着手しない場合 

検討継続 
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第２回千葉市新庁舎整備シンポジウム開催趣旨

第７章 新庁舎整備に併せて検討する事項 

 ３．本庁舎周辺エリアとの連携・貢献 

 敷地の周辺には、市民生活を支える企業・団体等が多く集積していることから、

これらの企業・団体等との連携方策についても検討します。 

 新庁舎整備を通じて、周辺に立地する企業、民間団体、公益団体、市民団体等と

のパートナーシップを構築し、「顔の見える関係性づくり」を進めることにより、

本庁舎敷地周辺への集積の効果を高めることを検討します。 

新庁舎整備基本構想 

新庁舎整備基本計画 

第１章 新庁舎の整備の方向性 

３．『非常時の業務継続性の確保』を実現するための機能 

（３）防災拠点性 

 非常時における市役所全体の司令塔としての機能を担うとともに、通常時にお

ける非常時用スペースの有効利用にも配慮した庁舎とします。 

ア 非常時の司令塔としての機能を担う庁舎 

 危機管理センターの設置や災害対策にかかわる機能を集約するなど、市の総

合防災拠点として、情報収集・情報発信・情報伝達を的確に行うことができる

よう配慮するものとします。 

 また、危機管理業務に従事する職員や関係者のための諸室を整備するととも

に、非常時における、企業・団体等の活動スペースに配慮するものとします。 

イ 非常時用の諸室・設備の通常利用に配慮した庁舎 

 災害が発生したとき、通常時から非常時へスムースに移行できるよう、非常

時に使用する諸室・設備について、できる限り通常時においても利用できるよ

う配慮するものとします。 

 また、災害発生時における、一時避難のためのスペースにも配慮するものと

します。 

ウ 地域防災力の向上に配慮した庁舎 

 本庁舎周辺の地域防災力を向上させるため、周辺に立地している企業・団体

等との連携に必要となるスペースに配慮するものとします。 

第７章 今後の検討にあたって 

 ４．本庁舎周辺エリアのまちづくり 

 本庁舎敷地は、みなと公園が隣接するとともに、市民生活を支える企業・団体

等が集積する地域となっています。 

 本庁舎敷地の有効活用をはじめ、みなと公園や周辺道路網などの既存インフラ

施設の活用や企業・団体等との連携方策を検討するなど、将来の本庁舎周辺エリ

アのまちづくりに留意しつつ、新庁舎整備を進めていきます。 

② 


